


「働 き 方 改 革」推 進 の 取 組

長時間労働の是正に向けた取組

〇 月80時間を超える時間外・休日労働が疑われる事業場等に対して、監督指導を実施
し、長時間労働の是正や健康確保措置を指導。

4-9月は36件に監督指導を実施。

〇 11月の過労死等防止啓発月間において、集中的な監督指導や「過労死等防止対
策推進シンポジウム」等、長時間労働の抑制に向けた取組を展開。

雇用形態に関わらない公正待遇の確保

〇 企業に対しパートタイム・有期雇用労働法に関する周知や指導を実施。併せて、
同一労働同一賃金の対応に関するヒアリングを実施。

4-9月は26社に訪問指導を実施。10月以降も約70社に指導を実施する予定。

〇 来年４月からの法改正（同一労働同一賃金）適用開始を控える中小企業を対象と
した周知活動を展開。

・対応準備への呼びかけを1700社に対し文書送付により実施（10月）。
・パートタイム・有期労働者の正社員転換・待遇改善に取り組む企業を
対象とする支援制度（キャリアアップ助成金等）等の活用を呼びかけ。

キャリアアップ助成金申請件数 103件

〇 派遣労働者の適正な就業ルールの履行に向け、労働者派遣事業主に対し、指導監
督を実施。

4－9月の指導監督件数：104件

中小企業・小規模事業者に対する支援

〇 労働基準監督署において、改正法や支援策に関する説明会・相談会に対応するほ
か、個別訪問を通じたきめ細やかな支援を展開。

説明会 （4-9月）12回実施 下半期（10-３月）は24回を計画

〇 働き方改革推進支援センターによる支援（※長時間労働の是正方法、賃金引上げ、
同一労働同一賃金、人手不足への対応策等に関する技術的な相談）

セミナー（4-9月）５回、出張相談会138回の相談（182件）に対応
下半期（10-３月）はセミナー55回、出張相談会62回を開催予定

生産性向上に取り組む企業への支援

〇 働き方・休み方改革コンサルタントによる好事例の収集、提供とコンサルティン
グの実施。

令和2年2月に好事例集作成。26社（９月末）に訪問による
コンサルティングを実施。

〇 時間外労働の縮減等に向け、生産性向上に取り組む中小企業を、各種労働関係助
成金により支援。

申請（4-9月）：働き方改革改善支援助成金105件
人材確保等支援助成金29件、両立支援等助成金11件

※時間外労働の上限規制
大企業 平成31年4月～ ・ 中小企業 令和2年4月～

※同一労働同一賃金（パート・有期労働法）
大企業 平成２年4月～ ・ 中小企業 令和３年4月～
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